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地域防災の中の「外国人」
－エスニシティ研究から「地域コミュニティ」を問い直すための一考察－

片岡博美
近畿大学経済学部

本稿では，在留外国人を交えた地域防災を，外国人・日本人を交えた全ての地域構成員が持つ，地
域コミュニティ参加や防災・災害時に関わる制約という観点から分析し，地域防災において外国人や
エスニシティといった要素をいかに捉えていくべきかを検討した。その中では，従来の日本語から多
言語へという翻訳中心の防災情報の持つ課題や地縁・長期居住が中心となっている従来の地域コミュ
ニティ自体が抱える課題も明らかとなった。在留外国人を交えた地域防災力の向上には，外国人・日
本人を交えた地域の構成員個々人が持つ制約を考慮した防災・災害に関する取り組みの過程で，ある
いは取り組みの結果として形成・再構築される新しい地域防災コミュニティの存在が欠かせない。
キーワード：在留外国人，地域防災，地域コミュニティ，「場所」主体の地域防災

Ⅰ　はじめに

近年のグローバル化が進む中，日本では多くの

ニューカマー外国人が来日・居住するようになっ

た。1970年代より顕著となったアジアや中近東

諸国からの流れに加え，とりわけ1990年の「出

入国管理及び難民認定法」改正以降は日系人を中

心とした多くの南米系ニューカマーが国内各地に

流入した。リーマン・ショックを契機とする経済

状況の悪化でこれら南米系ニューカマーは減少し

てきたものの，近年では，ネパールほか南アジア

からの流入が増加しつつある。これらニューカ

マー外国人が増加する中，ホスト社会となった日

本の各地域では「多文化共生」や「外国籍住民」

という語が多用されるようになり，地域コミュニ

ティと外国人居住者との関係性が改めて問われる

こととなってきた。

一方で，これら増加する在住外国人のホスト社

会となる日本は，地震や水害をはじめとした自然

災害の多さという課題を抱えている。阪神淡路大

震災や，中越地震，東日本大震災，熊本・大分地

震といった規模の大きな地震が発生した際には，

日本人住民とともに多くの外国人住民が被災し

た。地震のみならず，集中豪雨やそれによる洪水，

台風による風水害といった地震以外の自然災害の

被害を受ける外国人住民もいる。そのような中，

重要性を増しているものが「外国人を交えた地域

防災力」の強化である。外国人，とりわけ地域に

居住する外国人とそれをとりまくホスト地域の課

題を考える上で地域防災という観点は欠くことが

できない。

エスニック集団の居住には地域的な偏りが見ら

れる場合があるが，特に外国人労働者としてやっ

てきた南米系・あるいはアジア系ニューカマーの

居住地域は南海・東南海地震の想定地域とほぼ重

なる。また，全国レベルで，地震のみならず風水

害をはじめとした自然災害の規模が近年大きくな

る傾向にあると言われる中，都市部をはじめとし

た地域では外国人観光客の増加に伴う外国人観光

防災を考慮する必要があり，一方，日本人住民の

配偶者としての存在で全国に点在して居住する外

国人に対しても，居住地域に関する防災意識を高

めてもらう必要がある。このように，近年の日本

では外国人のホスト社会における「滞在」や「居
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住」を語る上で，防災という観点は欠かせない。

ところで，「在留外国人を交えた地域防災を考

える」ことには，実は二つの意味がある。一つ

目は，「外国人」を地域防災という枠組みの中で

どう救っていくのか，またはどう共助を担う一員

となってもらうのかということを考えることであ

る。これら側面からの研究には，在留外国人の災

害意識を調査した脇田（2015），中村ほか（2013），

外山・豊田（2011）ほかや，外国人住民が地域の

共助力を高める可能性を持つことを指摘した片岡

（2009）などがあげられ，近年，その蓄積が徐々

にではあるが進みつつある。

そして二つ目は，「外国人」というものをキー

ワード／切り口として，地域防災そのものの枠組

みや現状のあり方を改めて問い直すということで

ある。防災・災害時に抱える在留外国人の課題と

してあげられている事項の中には外国人のみな

らず日本人に当てはまるものもあり，「地域防災

力の向上」を帰結点とするのであれば，従来のい

わゆる「外国人防災」という枠組みからだけの対

策では充分改善できない事項もある。地域防災の

課題の中にはエスニシティという要素のみからで

はなく，より広い「地域コミュニティ」が抱える

課題という枠組みのもとで論じるべき事象もある

ため，在留外国人を交えた地域防災やその防災力

向上ということを考える際には，地域防災におい

て，外国人やエスニシティという要素をいかに扱

うべきかを検討することが，まず議論の前提とし

てなければならない。にもかかわらず，これら後

者の側面から地域防災を論じた研究は，まだほと

んど蓄積がみられない。そこで今回は，シンポジ

ウム全体のタイトルにもなっている「ホスト社会

としての日本～動向と課題」ということをふま

え，あえて後者の側面から「在留外国人を交えた

地域防災」を検討してみたい。

以上より，本シンポジウムで用いた在留外国人

の防災・災害意識に関するデータ1）の分析は次稿

で改めて提示することとして，本稿では，在留外

国人を交えた「地域」防災の枠組みという部分に

着目し，エスニシティ研究を起点として「地域コ

ミュニティ」のあり方を問い直してみることを目

的とする。本稿の構成としては，まずⅡにおいて，

従来の在留外国人を交えた地域防災に関する取り

組みや今後必要とされている事項を概観する。続

くⅢでは，従来の地域防災におけるエスニシティ

や外国人を捉える枠組みの持つ課題を検討し，そ

の課題解決へ向けた新たな枠組みを提示する。こ

れらをふまえ，最後にⅣにおいて，今後の，新た

な枠組みを用いた在留外国人を交えた地域防災に

とり重要な地域コミュニティのあり方について考

察する。

このように，増加する外国人とそれを取り巻く

ホスト社会との関係性に着目し，滞日外国人とホ

ストコミュニティとのあり方を防災という観点か

らあらためて考え直すことは，今後ますます増加

するであろう外国人の流入と彼らの地域への定着

を考える上で，非常に重要な視点であると思われ

る。

Ⅱ　在留外国人を交えた地域防災力向上に向けた

取り組みの現状とその課題

１．在留外国人を交えた地域防災力向上に向け

た取り組みの現状

在留外国人が流入・増加する各地域の自治体や

関連団体では，外国人向けの様々な防災に対する

施策やサービスが行われるようになった。株式会

社ラーンズ（2013）は，国内の各自治体における

外国人を対象とした防災・災害に関わる施策や

出版物等の対策の有無を調査し，「多言語ホーム

ページ」や「防災ガイドブック」「防災カード」「避

難マップ」「緊急メールサービス」等の実施状況

をまとめている。また，片岡（2009）では，東海
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地域における各自治体が在留外国人向けに作成・

配布する「防災・災害に関するブックレット」や

「災害ハザードマップ」などのいくつかの刊行物

（図1）や，愛知県で整備された「多言語情報シ

ステム」などの取り組みを紹介した。

このような在留外国人向けの防災・災害に関す

 

図１　自治体や関連団体等が発行する外国籍住民向けの防災関連出版物等
 （片岡（2009）より作成）
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る施策・サービスは，従来，外国人が多く居住す

る各自治体が中心となり行われてきたが，近年で

は，国レベルで実施されるものも多くなった。外

国籍住民との多文化共生社会構築のための様々な

事業を行う財団法人自治体国際化協会では，2004

年に発生した新潟県中越地震の際，多くの在留外

国人が被災したことを受け，2006年には「災害

時語学サポーター育成のためのテキスト」の発

行，2007年には，「災害時多言語情報作成ツール」，

「多言語表示シート」の発行など，在留外国人を

対象とした防災・災害対策事業を行い，各行政機

関に配布・周知を行ってきた。とりわけ近年では，

外国人が多く居住する自治体を中心に，地域に居

住するエスニック集団成員に対し，エスニック集

団のコミュニティリーダーとしての「外国人災害

サポーター」や「（災害）コミュニティリーダー」

の育成も行われている。

また，行政のみならず，市民団体やNPO，地

域の日本語教室などでも，防災に関する学習機会

や訓練を始めとした防災に対する取り組みが見ら

れるようになった。井口・庄司（2013）では，地

縁をベースにしない防災の「共生コミュニティ」

に向けた取り組みとして，在留外国人に対し日本

語講座や公民館を会場として生活支援や防災・学

習活動を行う「くにたち地域外国人のための防災

連絡会」の取り組みを紹介している。

２．在留外国人を交えた地域防災に向けて必要

とされている事項

このように，一部の地域では多くの施策や取り

組みが行われるようになったにも関わらず，国内

全域を見た場合，在留外国人を交えた地域防災が

抱える課題はいまだ多く残る。　　

上述した株式会社ラーンズ（2013）は，国内の

各自治体における外国人を対象とした防災・災害

に関わる取り組みには地域的差異が存在すると

し，東海地域における対応率の高さと北海道や四

国・中国地域での低さを指摘した。とりわけ，防

災ガイドブック，防災カード，避難マップや緊急

メールサービスといった防災資材・サービスに関

しては，調査自治体の半数近くないしはそれ以上

において作成・実施されておらず，今後もその予

定がないことを指摘している。

このような，対策の地域的差異の是正のほか，

外国人に関わる防災・災害に関する従来研究の中

では，今後必要な地域防災のための地域による取

り組みとして，（1）在留外国人に対する防災教育

の普及や防災知識の啓蒙，といった防災・災害意

識の啓発，（2）在留外国人に対する防災・災害情

報の伝達の徹底，防災・災害情報伝達経路の再構

築といった，情報伝達や伝達経路の強化・見直し，

（3）在留外国人向けの防災・災害情報伝達手段と

しての多言語のハザードマップや出版物の作成と

いった多言語による情報提供の取り組み，（4）在

留外国人と日本人コミュニティとの接触機会の増

加や，在留外国人による災害リーダーの育成と

いったコミュニティや人材育成に関わる取り組み

の必要性などが指摘される（片岡，2009；岩元ほ

か ,2010；梁ほか，2010；外山・豊田，2011；菫・

谷口，2012；中村ほか，2013；脇田，2015）。　

Ⅲ　地域防災における，エスニシティに関わる事

象の扱い方－現状の「地域防災」における

「外国人」を捉える枠組みが抱える課題と，

新たな枠組みの必要性

Ⅱでみたように，各自治体では多くの施策や取

り組みが行われるようになったにも関わらず，い

まだ在留外国人を交えた地域防災における取り組

みとして必要とされる事項は多い。

前述したように，「在留外国人を交えた地域防

災を考える」ことは，「外国人」をキーワード／

切り口として地域防災全体を改めて問い直すこと
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でもある。そのため，本章では，現状の地域防災

のなかの「外国人」を捉える枠組みを分析し，地

域防災に関する事象の中で，エスニック集団／外

国人をいかに取り扱うべきかを，従来の問題点か

ら問い直し，新たな枠組みを提示する。

１．地域防災の枠組みの中で「外国人」「エス

ニック集団」「エスニシティ」を問い直す

必要性

梁ほか（2010）や外山・豊田（2011）は，外国

人の防災意識を論じる中で，防災知識の啓蒙や防

災情報の伝達，防災教育等地域における日本人を

も含めた防災対策の必要性に言及している。ま

た，地域防災で重視すべきものは，災害発生時に

個々人が自助そして共助という場面でいかに動く

のかということであり，とある集団ごとではない

ということにも留意する必要がある。地域防災

という枠組みから論じるべきであるのは，「エス

ニック集団と防災」ではなく「在留外国人と防災」

でもなく，あくまでも「在留外国人を『交えた』，

全体としての地域防災力の向上」である。今後，

効果的な地域防災を議論していくためには，ま

ず，地域防災と災害時の諸場面において，「外国

人」や「エスニック集団」「エスニシティ」を捉

える枠組みを再度問い直す必要がある。

もちろん，エスニック集団は，その成員の状況

にもよるが，その多くが母国において形成してき

た生活文化を持っている。それ故に災害や防災に

関わる情報入手の方法や災害時の避難行動などに

おいて各エスニック集団が持つ生活文化の特性に

基づく独自の行動がみられ，災害発生後の避難所

等における生活においても，各エスニック集団の

生活文化の独自性は考慮されるべきである。その

ような意味においては，一部エスニック集団とい

う要素を加味した防災・災害に対する取り組みは

必要不可欠である。

しかしながら，地域コミュニティへの接触・参

加機会の創出や防災・災害情報の伝達経路の再構

築，防災訓練等への参加促進などといった事象に

関しては，外国人やエスニック集団のみが抱える

課題ではなく，日本人住民の間でも同様に見られ

る課題である。また，片岡（2014）では，ホスト

社会と同胞ネットワークの双方から閉め出された

エスニック集団成員の存在や，集団成員がホスト

社会に置ける再生産という側面において，同胞

ネットワークへの所属よりも，日本の商業施設や

娯楽施設・飲食店での生活活動時間が多いことを

指摘した。そのため，このような課題の解決には，

外国人という要素だけを取り出して議論するので

はなく，現状の地域コミュニティのあり方をはじ

めとした，より大きな観点から議論を行っていく

必要がある。

２．地域構成員の「ルーツ」ではなく，「制約」

から地域防災を問い直す必要性

そこで本節では，外国人・日本人を交えた地域

構成員が地域コミュニティへの参加や地域の防

災・災害時に持つ制約に着目し，あらためて，そ

の中で外国人やエスニシティという要素がいかに

関わるのかを検討する。「災害弱者」や「情報弱

者」という語にみられるように，地域防災を考え

る際に重視しなくてはならないことは，地域の構

成員が持つルーツや属する集団ではなく，防災・

災害時における構成員個々人が抱える制約と考え

られるからである。そこで，以下，地域コミュニ

ティへの参加や地域防災・災害時に関わる制約を

「外国人」と「日本人」を交えた上で，「身体的制

約」「アクセスに関する制約」「永続性に関する制

約」「互酬性に関する制約」の大きく四つにまと

め（図2），その制約から地域防災を検討する。

在留外国人の中には日本語能力が低い成員も高

い成員もおり，低い成員は身体的制約の中の言語
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能力的制約を持つ。日本人の中でも言語能力的制

約を持つ者はおり，ピクトグラムや安易でわかり

やすい日本語表記による防災・災害情報の提供が

欠かせない。また外国人日本人を問わず，夜勤や

長時間労働といった就労形態が多い成員は，アク

セスに関する制約の中の時間的制約を持つため，

地域コミュニティが開催する防災訓練等に参加し

たり防災情報を提供する回覧板に目を通したりす

ることが困難となりがちである。加えて居住形態

が単身であれば，子どもを通じたネットワークも

なく，情報量は限られたものとなる。近年，防災・

災害時におけるソーシャルネットワークを利用し

た情報提供に注目が集まっているが，情報ネット

ワークに関わる制約という点では，高齢者をはじ

めとして情報収集媒体の年齢間の格差を考慮する

必要がある。ところで田中（2014）は，災害時の

情報収集行動や信頼するメディアがエスニック集

団毎に異なることを示しており，そのような意味

において，情報ネットワークに関わる制約はエス

ニシティという要素が多少関与する部分でもある。

また，日本人・外国人問わず，新規に流入して

きた成員，あるいは短期間しかその地域に居住し

ない成員はなかなか地域コミュニティにとけ込む

ことは難しく，その地域に関する地理的状況の認

知度も低い。これは居住永続性に関する制約に該

当する。なお，地域によっては地域コミュニティ

が，持家と借家に分かれている場所もあり，その

ような家屋の所有形態も地域コミュニティへの参

加の制約となる場合がある。また当該地域や地域

住民との関わりという点で，互酬性の有無による

制約も考慮する必要がある。

ところで，外国人という要素を最も加味しなく

てはならないのが，生活・文化に関わる制約であ

る。エスニック集団は，成員による相違はあるも

のの，その集団独自の生活・文化や，母国で培わ

れた文化的背景を持つ。三戸・菱山（2012）は，

災害時の避難経路がエスニック集団ごとに違うこ

とを指摘した。また，伊藤・浅間（2015）の避難

所における外国人避難者の対応に関わる調査にも

この制約をみることができる。加えて，この制約

身体的制約

言語能力

運動能力

ジェンダー

アクセスに関
する制約
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知人ネットワ
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化

宗教等

図２　地域構成員が地域コミュニティ参加や防災・災害に際して持つ制約
 （筆者作成）
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に起因する，災害後の避難所でのハラル等食文化

に関する課題も考慮する必要がある。地域防災

の枠組みでは，「言語能力的制約」に目を向けが

ちであるが，これら生活・文化の制約を考慮した

対策を講じていくことは，災害時や避難時の住民

同士の予期せぬ葛藤や摩擦を防ぐ上でも重要であ

る。なお，食生活という点においては，日本人・

外国人を問わず高齢者へ向けた柔らかい非常食の

配布，ベジタリアンへの対応といった避難所にお

ける課題解決も必要である。

このように，地域コミュニティ参加や防災・災

害に関し，地域の構成員はいくつかの側面で制約

を抱える成員が多い。しかしながら，これら制約

にも関わらず，地域の構成員は，防災・災害時の

「共助力」に対する潜在的可能性を持っており，

とりわけ外国人労働者や大学生においては他の運

動的な身体的制約を持つ成員の救助といった点を

はじめとして，地域防災コミュニティの柱とも成

りうる可能性を持つ。それら可能性を引き出すた

めにも，地域構成員が持つ制約という観点から地

域防災の枠組みを捉え直し，防災・災害時の各場

面における地域構成員が抱えるそれぞれの制約を

加味しつつ地域防災・災害に対する対策を講じて

いくことが有効である。

３．現状の「地域防災・対策」のなかでの「外

国人」を捉える枠組みが抱える問題点

１）「外国人向けの対策＝日本語の多言語翻訳」

の弊害

現在広く行われている外国人に対する防災の取

り組みとして多くあげられるものが，ハザード

マップや防災ハンドブック等の作成・配布であ

る。これらの作成は，その多くが日本語で記載さ

れた日本人住民向けの出版物を多言語に翻訳する

という形態をとっている。

とりわけ留意しなくてはならないことが，ハ

ザードマップ等に翻訳され記載される内容やマッ

プ自体の作成方法である。上述したように，現状

では，ハザードマップや防災マップなどは日本の

地図を多言語に翻訳したままのものが非常に多

い。しかしながらこれら地図を「読図」という部

分から考えると多くの課題が残る。外国籍住民の

読図実験を行った，高井（2004），文部科学省研

究開発局（2007）の指摘にもみられるように，「都

市計画基本図」が基図として多く使われる「ハ

ザードマップ」の場合，基図をそのまま多言語に

翻訳しただけでは，外国籍住民が読図できにくい

という難点があげられている。また，日本の住居

表示は街区方式であるが，ブラジルを含め多くの

国の住居表示は，道路方式であり，道路名を手が

かりに場所を特定という形が一般的である。その

ため，文部科学省研究開発局（2007）は，防災マッ

プなどの多言語地図の表記でも，住居表示システ

ムが異なり，道路に名前が付されていないことの

多い日本で，外国籍住民が地図上で位置を特定す

るのは困難を伴うことを指摘する。加えて，避難

行動や避難経路という点でも，三戸・菱山（2012）

は，避難経路がエスニック集団ごとに違うことを

指摘している。

このように，外国人の「言語能力的制約」に注

目し，在留外国人に向けた地域防災対策の中心を

日本語からの多言語翻訳に据えてしまうと，その

「生活・文化に関する制約」であるエスニック集

団独自の読図や避難行動の特性を加味することが

できないという点で大きな課題が生じる。また，

「生活・文化に関する制約」として指摘できるの

が，災害の少ない地域出身のエスニック集団にお

いては，そもそも災害やその対策自体の知識を持

たない者が多い場合があるということである。そ

のようなエスニック集団成員にとっては，翻訳さ

れた単語や概念自体の理解も難しいため，災害や

防災対策自体に対するわかりやすい解説を加える
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といった効果的な情報提供に向けた何らかの工夫

が必要である。加えて，これら多言語翻訳には多

くのコストがかかる。現状での多言語翻訳による

対策は，その地域におけるエスニック集団の人口

規模の大きな順に行われることが多いが，人口規

模の大きなエスニック集団の中には，長期居住が

進むあるいは留学生の割合が多いなど，日本語能

力が高い層が多い集団もある。「言語能力的制約」

を考慮するならば，言語的制約を持つ者の多い

順，すなわち母語話者の多い順から翻訳を行うな

ど，より効果的・合理的な在留外国人への防災・

災害情報の提供を行うこともできよう。

２）「外国人＝災害弱者」の弊害

中村ほか（2013）は，外国人に対する災害・防

災意識調査の中で，調査対象となった外国人のほ

ぼ全員が「自分の身を守るだけではなく他の人の

助けになりたい」と回答したことをあげ，外国人

が自分たちを災害弱者とは思っておらずむしろ

リーダーシップを取り災害に対応したいと考えて

いることを指摘した。また片岡（2009）では，図

3のように，滞在年数の長期化に伴う在留外国人

の防災活動への参加経験の高さを指摘する一方

で，滞在年数等の属性にかかわらず，地震発生時

に必要なこととして最も多くあげられたのが地域

住民同士の「団結」や「協力」であることを指摘

する。

このように，「言語能力的制約」をはじめとし

た制約により，従来，「災害弱者」と捉えられが

ちだった在留外国人が，少子高齢化が進む今後の

日本の地域社会において，実は「共助」の担い手

となりうるということの可能性が，次第に指摘さ

れるようになっている。とりわけ，運動能力的な

制約の少ない，留学生や外国人労働者といった比

較的若い年齢層が多いエスニック集団の場合，共

助力の担い手として期待ができる。また，図4，

図5で示すように，大規模災害時に在留外国人が

地域に貢献できる可能性という点では，「居住期

間といった永続性に関する制約」である滞在年数

や「言語能力的制約」となる日本語能力はあまり
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不明

あること自体知ら

ない

参加経験なし

参加経験あり

図３　東海地域におけるブラジル人の滞日年数別にみた防災活動（訓練）への参加状況
 （片岡（2009）より作成）
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制約として重みを持たない。この「流動する」者

の「共助」の可能性という点は，外国人に関わる

防災研究にとどまらず，今後「災害が生じた時点

でたまたまその地域に居る人」を地域防災の一つ

の要と認識し，地域防災の共助力を補完・強化す

ることを考える際に，至急に検討すべきことであ

る。
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図４　 東海地域における滞日ブラジル人が大規模災害発生時に地域に
対し貢献できること（滞在年数別）

 （筆者アンケート調査により作成）
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Ⅳ　「地域」防災を考える際の新たな枠組みに関

する一考察

１．地域コミュニティ成員の制約を考慮した

「地域コミュニティ」の再構築

地域防災では，従来，住民意識の高まりや地

域コミュニティへの参加が，地域防災力向上に結

びつくとされてきた。これは居住地の地理的状況

や避難場所・経路の把握，地域コミュニティにお

ける防災訓練への参加などにより防災や災害に関

する多くの知識や経験が蓄積されることによるも

のである。塩谷（2013）は日本人を対象にした調

査における災害に対する集合効力感を分析し，地

域における居住年数の長さが集合効力感の高まり

につながることを指摘している。一方，原田ほか

（2014）は，日本人住民を対象とした調査で，地域
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図５　 東海地域における滞日ブラジル人が大規模災害発生時に地域に
対し貢献できること（日本語能力別）

 （筆者アンケート調査により作成）
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コミュニティの有無がリスク認知・避難準備等災

害時に重要となるため，地域の結びつきの啓発が

必要であることを指摘した。また，内閣府（2010）

においても，日本人が考える「災害時の地域活動

において一翼をになうべきもの」という項目で最

も多い回答は「町内会や自治会等」となっており，

全体の6割強を占める。このように，地域コミュ

ニティは地域防災においてその柱ともなるべき重

要なものである。にもかかわらず，近年，日本人

の町内会や自治会といった従来の地縁コミュニ

ティへの加入率の低下が目立つようになり，その

一因として，人々のモビリティの高まりと，従来

の地縁・長期居住を中心とした地域コミュニティ

のあり方との乖離が指摘されるようになった。

少子高齢化が進む現在の日本において，地域防

災力を高め，またもしⅢで述べたような在留外国

人の持つ共助力への貢献の可能性を活かそうとす

るのであれば，地域防災を論じる中でこのような

地縁や長期居住中心の「地域コミュニティ」も再

度問い直していく必要がある。Ⅲで見てきたよう

に，外国人・日本人を含めた地域の構成員は，と

りわけ居住期間の短さといった永続性に関する制

約や，地域コミュニティに所属可能な時間の少な

さといったアクセスに関する制約を抱える者も多

く，従来の地縁・長期居住中心の地域コミュニ

ティへの参加が難しくなっているからである。

岩元ほか（2010）は，大学に通う留学生がホス

ト地域の行政や大使館とほとんど繋がりが無く，

ホスト地域における防災・災害情報を得にくいこ

とを指摘する。しかし，これら行政とのつながり

の希薄さとそれに伴う防災・災害情報の得にくさ

は下宿生を中心とした日本人大学生などでも同様

である。服部・田中（2002）は，大学生の地震準

備度や準備可能度の検討を行い，下宿生と自宅生

の間に差異がみられること指摘した。また，野村

ほか（2013）は，地域住民に比べて学生の防災意

識の低さに言及する。地縁・長期居住を中心とし

た地域コミュニティを再考することは，在留外国

人のみならず，下宿住まいの大学生，借家の単身

日本人，転勤を繰りかえす日本人など，旧来型の

地縁や長期・永続居住を主体とした地域コミュニ

ティ・地域防災からは排除されがちな住民，しか

しながら潜在的な「災害時の地域への貢献可能性」

を持つ住民の存在を考えることにもつながる。

Putnam（1999）は，移動を市民参加やコミュ

ニティに密着した社会関係資本を蝕むものと捉

え，頻繁に転居する者のコミュニティへの繋がり

の弱さや転居率の高いコミュニティの統合度の低

さを指摘した。これら短期滞在者の防災力の向上

を考えるのであれば，また，彼らが持つ潜在的な

「災害時の地域への貢献可能性」を活かすのであ

れば，今後，地域防災という枠組みの中の地域コ

ミュニティ，とりわけ「共助」の柱となるコミュ

ニティを「地域防災コミュニティ」として，集合

的アイデンティティや帰属と結びつけられる従来

型のコミュニティではなく，近年加速するモビリ

ティというものを考慮した新たな距離や空間関係

の中で再構築される，よりフレキシブルなコミュ

ニティとして捉え，その中で対策を講じていくこ

とが必要となるのである。なお，ここでいうフ

レキシブルなコミュニティとは，近年のコミュ

ニティ研究の中で，いわゆるUrry（2000）や フ

ロリダ著・井口典夫訳（2008）で示されるような

ローカルな場所や文化の固定性の対極にあるネッ

トワーク資本を主体としたコミュニティではな

い。あくまでも場所や地域という空間的範囲が主

体となるコミュニティ，ただしその内部の成員は

流動的であり，その流動性をも包括する，フレキ

シブルなコミュニティのことである。

井口・庄司（2013）は，「共生コミュニティ」

に向けた新たな取り組みである在留外国人に対す

る「くにたち地域外国人のための防災連絡会」の
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事例を紹介している。これらを含め，地域の構成

員個々人が持つ制約を考慮した防災・災害対策が

講じられる中で，様々な取り組みが行われ，その

過程で形成される，あるいはその取り組みの結果

として形成・再構築される新しい地域コミュニ

ティの早急な生成が望まれる。

２．多様な制約を持つ者の取り込みの必要性

ところで，外国人やエスニシティという要素が

最も大きく関わる「生活・文化」の制約に注目し

ないまま，「言語能力的制約」のみに焦点を当て

てしまうと，Ⅲであげたような日本語からの多言

語翻訳という防災・災害情報の発信の際にみられ

る課題が生じる。これは，従来の地域防災におけ

る外国人という枠組みの捉え方に起因すると同時

に，従来型の地域コミュニティや地域防災に関わ

る取り組みの企画が制約を抱える構成員以外が中

心となって行われてきたということにも起因して

いる。今後の在留外国人へ向けた地域防災対策で

は，ハザードマップ等の読図に関する傾向や，避

難経路の傾向，避難所での生活形態や食文化等の

相違といったエスニック集団独自の生活・文化に

関する制約や言語能力的制約を加味した対策を検

討する段階において，また，生活・文化に関わる

制約，身体的制約，時間的制約をはじめとした日

本人・外国人を含めた制約を持つ者に対しての地

域防災対策を考案する段階において，現に制約を

抱えている多くの地域構成員を地域防災コミュニ

ティへの取り込み，その制約を最小限にするよう

な対策を考案していくことが喫緊の課題となる。

多方面からの制約を抱える地域の構成員を取り

込むことができるようなフレキシブルな地域防災

コミュニティを構築するために，また，防災に関

わる事象へのより効果的な取り組みを行うため

に，防災に関わる情報作成や，アクセスに関する

制約を考慮した防災・災害情報の提供経路の再検

討や防災訓練の企画等，今後は，在留外国人や大

学生，高齢者や障害者をはじめとした多様な制約

を持つ地域の構成員の，地域防災事業の企画段階

からの取り込みが重要である。

３．「居住」を主体とした地域防災とあわせて

必要な，「場所」主体の地域防災

ところで，人々の流動性が高まる中，とりわけ

都心部においては，地震等の突発的な災害発生時

に，就業や観光その他で「災害発生時にたまたま

その場所に居た人」が被災するケースも多くなる

ことが予想される。また都心部のみならず周辺部

の地域コミュニティにおいても，防災において中

心的な役割を果たすはずの住民層が時間帯によっ

て不在になるケースもある。それゆえに，「地域

防災コミュニティ」を考える際には，「居住」ベー

スの地域防災に加えて，「場所」ベースの地域防

災も考慮する必要がある。

片桐ほか（2015）は，東京都区部における外国

人観光客の観光行動をふまえた避難誘導の課題を

指摘する。国内ではオリンピック等の大きな国際

的行事も予定されており，今後外国人観光客の一

層の増加が見込まれる。そのため，言語能力的制

約やネットワークに関する制約，そして何より

も「その国，その場所にたまたま居る」だけとい

う永続性に関する最大の制約を持つ観光客に向け

た対策は欠かせない。近年，規模の大きな観光地

や施設，企業や商業施設・交通関連施設では突発

的な災害に関わる対策が進められてきており，ま

た観光防災に関する研究も次第に蓄積されつつあ

る。観光地や大規模な施設だけでなく，その地域

あるいは場所が中心となり，外国人を含めたその

周辺に「たまたま居る」だけの大きな制約を抱え

た人々に対し，いかにして状況を把握してもら

い，どのように彼らを守り，そしてどのように彼

らを活かすことができれば最も被害を抑えること
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ができるのか。フレキシブルな「地域防災コミュ

ニティ」においては，居住地ベースではなく「場

所」を主体とした防災対策の早急な構築も，喫緊

の課題として認識しておく必要がある。

Ⅴ　おわりに

増加する滞日外国人とホスト社会としての日本

との関係性を，その動向や課題から議論した本シ

ンポジウムでは，在留外国人のホスト社会におけ

る適応戦略やホスト社会の国籍取得について非常

に有意義な成果が明らかにされた。

一般的に，エスニック集団やそれを扱う研究

は，地域や地域コミュニティにおいて一つの集団

がいかに着地・拡散していくかといった，エス

ニック集団と地域や地域コミュニティとの対比や

葛藤・統合という側面から語られることが多く，

その中で扱われる地域コミュニティは，既に完結

した存在として扱われがちである。その研究視角

は重要なものに変わりはなく，今後も継続すべき

ことである。しかしながら，エスニシティに関す

る事象や課題のいくつかは，実はホスト社会にお

ける地域コミュニティのあり方や課題自体に起因

し帰結するものもあり，エスニシティはその中の

単なる一要素にしかすぎない事象もある。本稿で

は，地域防災というキーワードから，「流動する

人々」が増加しつつある地域の構成員を，その

ルーツではなく「地域コミュニティや防災・災害

に対する制約」から組み直すことを試みた。その

中では，外国籍住民とホスト社会住民として別々

の側面から論じられてきた従来の地域防災の枠組

みそのものへの懐疑的視点の重要性や，地域防災

の根幹となる「地域コミュニティ」概念自体の再

考の必要性，すなわち防災・災害に関する議論を

行う上で「地域」「住民」「外国人」の枠組みを再

度問いなおす必要があることが明らかとなった。

また本稿では，在留ブラジル人の防災・災害意

識や経験を分析し，在留外国人の持つ潜在的な

「災害時の地域への貢献の可能性」も明らかにし

た。今後の少子高齢化の一層の進展の中，在留外

国人の持つ「共助力」の可能性は欠かすことがで

きない。これらを活かすことができる在留外国人

を交えた地域防災を考える際には，同時に，この

地域防災を支える地域コミュニティの枠組みとい

うものも再考する必要性があり，その中では地域

コミュニティが外国人だけでなく日本人に対して

抱える課題も見えてくる。

地域防災力の向上は，その前提として，より良

い地域コミュニティが存在してはじめて成立し得

る。その，より良い地域コミュニティとは，従来

の長期・永続居住を中心とした排他的なコミュニ

ティではなく，流動性を増す成員をも包括するフ

レキシブルな地域コミュニティのことであり，今

後，短期滞在者や日本語能力の低い者が持つ共助

力を引き出せるか否かも，そのフレキシブルなコ

ミュニティの成立如何による。「多文化共生」と

いう言葉のもと外国人の集住地域では様々な施

策の試行錯誤が続いているが，「多文化共生」と

は外国人・異文化といかに理解し合い，仲良くし

あっていくかを考えることではない。日本人・外

国人をも交えた，流動性を増す成員を包括するフ

レキシブルな地域コミュニティをいかに組み直し

ていくかを考えることであり，地域に流入する成

員が抱える制約をいかに解消し，成員の持つ力を

地域コミュニティにつなげていくのかを考えるこ

となのである。その結果として，はじめてそこに

地域防災力の向上や，地域の活性化が生じてくる

のである。

渡邊（1999）は，阪神淡路大震災時の災害復興

において中心的役割を果たしたのは自治会ではな

く「地域のスポーツ組織」であったことを明らか

にし，従来型の「地域防災」というものへの懐疑

的視点を提示した。このように，地域防災の礎と
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すべき地域防災コミュニティは，旧来型のコミュ

ニティ研究の中で描かれるはじめに「地域アイデ

ンティティ」ありきのコミュニティでは決してな

い。どちらかというと，Delanty（2003）が社会

運動研究から導きだしたコミュニティの見解とし

てあげた，「コミュニティは内在する現実ではな

く，実際の動員のプロセスの中で構築されるも

の」としてのいわゆる「過程としてのコミュニ

ティ」，あるいは「行為としてのコミュニティ」

に近いといえよう。

今後，流動性が高まる地域の成員が持つ制約を

考慮した防災・災害対策が講じられていく中で，

様々な取り組みや協力が行われ，その過程で形成

される，あるいはその行為の結果として形成され

る，外国人を交えた新たな地域コミュニティの形

成を期待したい。

注

1）  本シンポジウムでは，「在留外国人を交えた地域防
災を考える－東海地域における日系ブラジル人の
事例から」と題し，在留外国人の防災・災害意識
を，片岡（2009）と2015年に行なった静岡県浜松
市に居住するブラジル人に対するアンケート調査
のデータをもとに，在留外国人の持つ防災・災害
意識の傾向とそれらをふまえた地域防災の持つ課
題を検討した。本稿では，そのデータならびに片
岡（2009）のデータを一部用いるものの，それら
の分析を主体とした論文ではなく，今後，在日外
国人とホスト社会との関連性を考える際の，また
在留外国人を交えた地域防災を考えていく際のひ
とつの視点を提示するものとしたい。
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